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業を対象とすることで、 大学の優良資産となっている 
技術も対象とすることができる。 したがって、 本研究 

日本において。 中国の産学官連携、 特に校 弁 企業 (1@  では、 香港市場を除いた 上海。 深訓 市場で上場してい 
を扱った研究は、 奥野れ 998a) による北京市新技術産 る 校弁 企業 32 社 ( 表 2 参照 ) を対象として。 分析をお 
業開発実験 区の ハイテク 校弁 。 陳 弁企業へのヒアリン こなっている。 
グ 調査に始まる ( 奥野 1998b, 1999, 2002) 。 その後、 

遠藤 (2000) の中国の教育制度を 軸とした @ 業 
ついて体系的に 網羅した調査報告書、 杉田   業の創業状況 
ussel@ (2003) 、 @@ (2 0 荏 )  , ラウ (200 枚 )  ら @ こ よる 雇乙 中華人民共和国教育部科技発展センター (200 ㊧の 

学 連携の概況報告、 三管虫ほか 日 003) による産学官 報告に よ ると、 2004 年の時点で全国 592 の大学から 

協同の日。 中 。 韓 比較調査、 江 健 0 ⑳，紺野 ( お ㏄， 4,563 ( 上海。 深棚 市場に上場する 校弁 企業 は 計 33 社 ) 

q ム 6) らによる 校弁 企業の概況報告、 江 の校 弁 企業が誕生し、 その申で科学技術型企業が 2355 

鰹 nn 朗 らによる 校弁 企業について 政 社 ( 約 52%) を占めるまでに 至っている。 また、 全体の 

策 。 制度からの解説、 橋田⑫ 工 ) に 総収入額は 9f69.3 億 元 ( 日本円で約 1 。 4 兆円 ) にのぼ 

よるイノベーションシステムと 科学技術政策の 観点か り、 その中で科学技術企業の 総収入額は 806.78 億 元 ( 日 

らの 傭 磁的解説、 近藤 (2001) 、 丹羽白 一 ㊤ 001) ら 本 円で約五・ 2 兆円 ) 、 約 83% を占めている。 表 1 は 校弁 

による 校弁 企業の創出プロセスについての 調査研究な 企業の収入総額が 上位 5 位までの大学を 示している。 

どがあ る " これらは、 部分的なメカニズム 解説および この上位 5 位までの企業の 総収入額は、 繍 9. 俺 隠元 

実態報告的なレポートという 面を除けば。 校弁 。 陳弁 (7, 箭 2 億円 ) で、 全体の約 54% を占め、 科学技術型 企 

企業の①輩出状況。 ②輩出政策。 ③輩出システム、   業の総収入額も 498.75 億 元 (7,370 億円 ) と、 全体の 

議論として大別することができる " しかしながら。     約 62% を占めている。 収入額上位の 北京大学。 清華大学 

弁 。 陳弁企業自体の 活動およびマクロ 的事象に着目   だけで。 全体の総収入額の 摂ね 、 科学技術型企業の 総 収 

た 研究としては、 校弁 企業 ( 聯想 ) の事例研究 ( 田 2003) 、 人の 49% を占めている。 
校弁 企業を事例対象としたコーポレート。 ベンチで 

出典 : " 2004 年度中国高等学校 校弁 産業統計報告 " 

一 。 キャピタルについての 事例分析 ( 朱 20 ㏄ L 。 校弁 

上場企業の投資回収についての 議論 ( 菅沼 2006) など 

僅かにあ るものの、 校弁 。 陳 弁企業全体からの 議論は 
少ない " 

    2 研究の目的 

本研究でほ。 校 井上場企業はと。 その企業の特許、 
事業内容に着目することで、 技術および事業特性を 探 
り、 その要因から 仮説を導くことを 目的とする。 

1 。 3 研究方法 

株式上場による 主な狙いは、 資金調達にあ る ( 中屋 

2002)" そのため、 様々な手段を 通して会社の 資産を「包 

装」することが 行なわれる。 これは、 株式会社の資本 
利潤率をできる 限り高くすることで、 株式の発行価格 
を高くでき、 より多くの資金を 調達できるようにする 
ためであ る。 そのために会社の 組織資産の再編を 行い、 

優良資産を当該株式会社に 転換して。 株式上場する 方 

法が採られている㎝ @  2003) 。 つまり、 校 井上場企 

l 元 = l4.7R77 円で換算 日本円は小数点以下を 四捨五入した 

日本の状況を 見ると、 2006 年 3 月末時点の大学 発 ベン 

チで一旗 :5 ㏄ 社 ( うち上場企業は 16 社 ) 誕生してお 

り、 総売上 は 2000 億円弱 ( 見込み ) との報告がなきれ 
ている㈹。 日中間で大学 発 ベンチで一の 制度、 システム 

などが異なっており、 単純な比較は 出来ないものの。 
日本と申国の 大学発企業では、 算で 。 ・ 1 倍 以上の企業 

数、 7 倍以上の収入格差があ る。 これは中国の 大学が、 
企業の研究開発の 担い手とされてきたことが 大きく 影 

  



饗 している。 その結果。 産学連携が次々と 実施されて、 
大学。 公的研究機関は。 技術開発。 技術移転を担 う 仕 
組みだけでなく。 技術開発から 市場化するまでの 独自 

築 していったのであ る。 これが、 科学技 
術型の校 弁 企業誕生の基礎となっている。 

次 章では。 校弁 企業の技術および 事業特性について。 
上場企業 ( 表 2 参照 ) @ こ 焦点を絞り。 その企業の特許、 
事業内容に着目して 分析をおこな う " 

表 2 。 株式市場 a 上海                   の校 弁 企業 一 

出所 : 筆者作成 ( 作成 目 ・ 舘 06 年 9 月 20 日 ) 

方式であ る。 
助 持株会社による 合併方式 : この方式 は、 ⑧の方式の 1 

種であ るが、 合弁された元の 企業の法人 費 格は消滅せ 
ず、 新たに設立された 持株会社が元の 企業の支 
企業、 つまり親会社となるというものであ る。 

式 会社を組成するまでについては。 従 
来の組成方法と 僅かな違いがあ るものの、 大差はない " 

大学の株式上場の 方法は 、 下記の 2 タイプ さ 

れる。 

タイプ 1 : 改組上場方式 

元の企業が株式会社化された 後。 上場するといった。 
一般的な方式であ る。 校 井上場企業 32 社中、 25 社 ( 約 

がこの方式を 採用して上場を 果たしている ( 図工 

この方式では、 株の譲渡。 オータションなどによっ 
て。 狡弁 企業が上場企業の 株を取得し。 途中から筆頭 
株主として経営に 参画する方式であ る。 校 井上場企業 
鰯 社中、 B 社 ( 約篆 %) がこの方式により、 上場企業を 
所有している ( 図 2 参照 ) 。 

株式会社 - 一一一 %   
  
  

  
図 2, 途中参加方式 
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 能 性が高く。 株式上場による 主な狙いが、 資金調達 

朋 全体改組方式 : 元国有企業の 全資産を上場予定の 別 会 にあ ることを考えても。 大学の技術的特性を 活かす 
社 に投入し。 株式会社を組成する 方式。 

鈴 資産分割方式 : 元企業の資産を 分割し、 2 つ以上の法 
ための上場であ るとは考えにくい。 したがって。 タ 

大 企業に分社する 方式。 ( 途中参加方式 ) を採用して上場した 校葬 企 

    持株会社設立による 資産分割方式 : 資産分割方式の 1 業 については、 それを除外して 技術特性を把握する 
種 であ るが、 分割された複数の 企業法人の上に 独立の 必要があ る。 

持株会社を設置する 点が異なる。 
助 合併方式 : 通常。 この方式 は 規模が 刀 、 さく。 業務の関 3.2  技術および事業特性についての 分析 

連牲が 緊密またほ地理的に 近い 1 群に適用されるが、 校 井上場企業のリストから、 タイプ 
校弁 企業の場合。 大学内の企業群が 対象となり、 これ 業数は。 23 社となる。 さらにその中で。 交 大博通、 申 

らが合弁をして、 1 つの株式会社に 改組するといった 国高群 の 2 社は。 科学技術ではなく、 不動産や投資を 

  



主要業務としている。 本研究では、 科学技術を主体と 
した企業の技術特性を 対象とするため、 表 ． 2 のリスト 

企業から、 タイプ の 企業と共に。 これらの非科学系 
企業を除外する。 残った 頷 社を対象企業として 固定し、 
特許及び事業内容を 基礎にして。 企業の技術特性を 分 
析 したものが、 図 ． 3 になる。 これは事業展開の 広狭㈹。 
特許の有無を、 それぞれ行と 列に置き。 マトリックス 
化したものであ る。 その結果、 次のことがわかった。 
校 年上場企業 21 社中。 ぬ社 ( 約 71%) が特許を所有し、 
その中の㈹ 社 ㏄ OQ/l が。 特定の技術分 
事業展開をおこなっている。 残りの 2 社 (10 んが特許 
を所有し、 広範な事業展開をおこなっている。 6 社 (29% 
が 。 特許をもたないで、 広範な事業展開をおこなって 

いる。 特許あ り 

特定の 広範な 

事業展開 事業展開 

図 3. 校葬上場企業の 特性分析五 

表。 3 は、 現在の特許所有状況および、 事業展開を示 
すものであ り、 どのような発展プロセスを 経ているの 
かが判断できない。 そこで、 図 。 3 をより純分化する 作 

業をおこなった ( 図 。 4 参照 ) 。 図 。 3 では事業展開の 広 

狭、 特許の有無を、 それぞれ行と 列に置き。 マ トリッ 
クス化しているが、 図 ． 4 は、 特許について 国際特許。 

国内特許。 特許なしの 3 段階に分け、 更に上場初期と 
現在の特許 軸 。 事業展開軸を 結ぶことで、 企業特性を 
イメージ化した。 

  
9 国内特許 

特定の経営戦略 汎用的な経営戦略 

  

m. 特許なし 

低い 

図 4 。 校 井上場企業の 特性分析 

  4 から、 以下のことが 理解できる。 

特許を所有しない 企業群は、 特定の分野に 特化し 

》
 

考察 
中国ではハイテク 技術を " 高 新技術 " と呼んでいる。 

これは、 高 技術と新技術の 両技術を総称した 呼 び 方で 
もあ る。 つまり。 " 新技術 ( 以後、 ニュー テタド とは。 

国際水準ではなくて 
のや。 斬新な分野の 
べ ルへ のキャッチアップを 図る、 卒園ならではの 技術 

分類であ る。 " 高 技術 ( 以後、 ハイテ タビ とは、 電子 

情報、 生命工学。 新医薬。 光学メカトロニクス。 新材 
料などの分野において、 国際水準にあ る先端的な技 
術。 製品を指したもので、 我々が想定する " ハイテク 

あ る " したがって新技術。 高 技術といった 

に当てはめて 考えた場合、 高技術。 新技術 
境界をどこに 設定するのが 妥当であ るか考える必要が 

あ る。 
ザイエンスパークへの 入居基準として。 新技術であ る 

ことが求められる。 この範囲は 、 す 記の項目に該当す 

ることが求められるのみで。 特に特許の有無は 規定さ 
れていない。 したがって海外で 研究された技術を 取得 
し、 製品化することを 主要業務とする 企業や、 大学の 
豊富な科学技術人材を 利用し、 他 企業のアウトソーシ 
ング 先 となって広範な 事業展開を行 う 企業なども新技 
術企業に分類きれてしまう。 

新技術およびその 製品の範囲は ) 
  電子情報技術及びその 製品 ( ソフトを含む ) 
ワ臼 レーザー技術及びその 製品 
  光 エレクトロコクス 技術及び製品 

4 バイオ科学と 生物工学技術及びその 製品 
  新素材技術及びその 製品 
  新エネルギ - 、 省エネルギー 及びその製品 

  環境科学と労働保護新技術及びその 製品 
  新型建築材料、 構造部品。 施工技術と設備 
  精細な化 工 技術及びその 製品 
エ 0 ． 新薬物とバイオ 医学テクノロジー 

t 工   核 エネルギ - の応用技術およびその 製品 

12   地球科学、 宇宙開発技術、 海洋技術及び 製品 
13   高い経済効率利益をもたらし ぅる 、 その他の新撰 

術及びその製品 

№ lsen ( も㏄ 1) は、 知的財産権 によって強力に 保 

されていることが。 ベンチャー創出に 適した大学の 技 

一 1011 一 



術の特徴であ るとしている。 また、 Shane (200 りは。 
知的財産権 に よ る強力な保 が重要なのは。 起業時点 
では、 それがべンチャ 一企業にとって 唯一の競争優位 
性であ るとし、 知的財産権 によって強力に 保護されて 
いることで、 競合相手が新技術を 模倣する前に、 自ら 
のバリュー。 チェーンを築くことができるとしている。 
つまり、 知的財産権 を所有することが 前提であ り、 こ 
の 意味でハイテク。 ニューテクの 区別をする場合。 ハ 

イテクと呼べる 技術は、 国際特許を有している 技術、 
ニューテク と 呼べる技術は、 国内特許を有している 技 
術と定義できる。 残りの国内特許を 所有していないで 
広範な事業展開をする 校葬企業は、 中国独自の技術お 
よび事業特性を 有する企業として 個別に分類する 必要 
があ る。 今回は。 ハイテク技術。 ニューテク技術。 中 
国 オリジナル技術の 3 分類を仮説として 導くにとどめ 

る。 今後、 対象企業を更に 掘り下げて調査していくこ 
とで。 仮説を検証し、 個々の技術特性から 全体の傾向 
を明らかにする 予定であ る。 

結び 
中国政府は、 

キャッチアッ 

国家重点実験室プロジェクトなど、 主要な国家支援の 
科学技術プロジェクトを 実施してきた " これらのプロ 

ジヱクト に選定された 学 。 研究室は、 集中的な予算 

の 投入がなされ、 この 金が " 呼び水 " となって 校弁 

企業が生み出され ，てきた背景があ る。 本研究では、 校 
井 上場企業と、 その企業の特許、 事業内容に着目する 
ことで、 企業の技術特性を 探った。 詳細について 泣本 
発表にて行 う " 

注 
(l) " 校弁 企業 " の「 弁 」とは英語の " do" に該当し 、 " 校弁 企業 " 

とは " 大学が運営する 企業 " という意味であ る。 厳密には 角南 (2003) 

の訳による xue に O0 四の定義 @ " どれだけの資本を 提供したかによ 

る所有の程度はあ るものの、 その経営がなんらかの 形で大学の管理下 

に置かれている 企業 " ) が適当であ るとし、 本研究でもそれを 踏襲し 

ている。 

(2@  h 比 p: Ⅳ www. 目 na.com の企業情報及び、 中華人民共和国教育部 

科技発展センター (200 めのつ 004 年度中国高等学校 校弁 産業 統 

訃報告 " を利用した。 

(3@  に日本経済新聞 団 2006 年 5 月 30 日朝刊， p.15 

(4@  この事業展開の 広狭とは、 例えば、 1 丁 技術に特化した 企業が、 

バイオやその 他の分野に事業展開をしている 場合、 広範な事業展開を 

していると位置付けた " 
(5) 奥野 (199 銭を引用 

ネ本論文は、 平成 ¥A 年度「文部科学 省 科学技術振興調整 費 r 研究戦略 

拠点育成 J 事業」の支援を 受け、 ( 独 ) 産業技術総合研究所ベンチャ 

ー開発戦略研究センタ 一にて行われたものであ る。 
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